
 

 
科学技術イノベーション政策のための科学 研究開発プログラム 

Policy Paper 

 
 

[2024] 

「木質バイオマス熱エネルギー
と地域通貨の活用による環境循
環と社会共生に向けた政策提案」 

 

[デジタル地域通貨で地域の価値をつなげよう] 

 

 

 

豊田知世 

島根県立大学 准教授 

 



 

 
科学技術イノベーション政策のための科学 研究開発プログラム 

Policy Paper 

木質バイオマス熱エネルギーと地域通貨の活用 
による環境循環と社会共生に向けた政策提案 

 
 

1. はじめに 

1.1 背景 

木質バイオマス未利用材のエネルギーとしての利

用は、脱炭素化やエネルギーの安全保障の面からも

重要である。木質バイオマスがもつエネルギーを効

率的に使うためには、熱の利用が鍵となるが、日本

では熱利用を促進する有効な政策がないため、普及

が進んでいない。 
木質バイオマスのエネルギーとしての利用は、

2011 年から電力固定買い取り制度（FIT）導入以降

拡大してきた。しかし、FIT は熱利用が評価されて

いないため、海岸沿いに大型木質バイオマス発電施

設が偏在し、地域外や海外から輸入した木質バイオ

マスを燃焼し、熱は捨てられ、電気エネルギーのみ

が利用されている施設がほとんどである。日本のエ

ネルギー消費構造は、世帯は 6 割、業務部門では 5
割が熱エネルギーを消費しており、熱の需要は大き

い。しかし、再エネ熱源の普及政策がないため、電

気と比較して全く進んでいない状態である。図 1 は

冷暖房に占めるバイオマス燃料の割合を示してい

る。日本は OECD 加盟国の中でフィンランド、ス

ウェーデンに次ぐ森林率だが、それらの国と比較し 

 
 

てもほとんどバイオマスエネルギーおよびバイオマ

ス熱供給の普及が進んでいないことがわかる。 
一方、日本の山に目を向けると、人工林の７割以

上が標準伐採期を超えており、木材を積極的に利用

することが求められている。森林バイオマスを薪や

ペレットとして活用することは、林業や加工業、エ

ネルギー部門を横断した経済効果だけではなく、地

域住民が木質資源を活用することで良好な社会関係

資本を構築する効果や、小規模分散型のエネルギー

システム構築によるレジリエンス強化の効果、山が

管理されることによる森林保全や脱炭素にも寄与す

るが、これらの効果は定量的な評価はされていな

い。そのため、本プロジェクトでは、木質バイオマ

スエネルギー活用による見過ごされている価値を評

価し、それらをエビデンスとして、木質バイオマス

熱エネルギーを普及させるための仕組みを、地域通

貨を導入しながら検討する。 
 

1.2 地域通貨と木質バイオマス 

日本では、2003 年から自伐型林業と地域経済の

活性化を促進するために、地域通貨の活用が始まっ

た。この動きは、木の駅構想という形で全国に広が
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り、2019 年には全国 55 カ所で地域通貨を活用した

木の駅がある。この木の駅型の地域通貨は、自伐型

の林業の担い手として山に入り作業を行う者への対

価として地域通貨を支払い、地元商店で活用できる

という仕組みだが、そのほとんどがアナログである

ため管理が煩雑であり、持続可能性が課題であっ

た。しかし、近年デジタル地域通貨の開発も進んで

いるため。本プロジェクトではデジタル地域通貨に

よる検証を行うこととした。 
 
2. プロジェクトの目標 

 本プロジェクトでは、木質バイオマスエネルギー

活用による経済的、社会的、環境的価値など、見過

ごされている価値を評価し、木質バイオマス熱エネ

ルギーを普及させるための仕組みについて、デジタ

ル地域通貨を導入しながら検討することを目的とす

る。 
 木質バイオマス熱エネルギーは、薪やペレットス

トーブ、もしくは小規模の熱電併給施設が想定され

る。木質バイオマス熱エネルギーの普及には、山か

ら木材を切り出す人、その木材を薪やチップ、ペレ

ットなどに加工する人、そしてそれらの木質バイオ

マスエネルギーを燃料として使う人など、川上から

川下までさまざまなステークホルダーの参加が不可

欠である。地域通貨は、いろいろな人たちの理念を

結ぶという役割があるため、地域通貨を活用しなが

ら木質バイオマス熱利用を普及せる仕組みづくりに

ついて検討する。まず、山から木材を切り出すとき

の課題を整理したうえで、木質バイオマスエネルギ

ーを利用する住宅の受容可能性を明らかにする。さ

らに、バイオマス熱利用に関する社会的価値やイン

パクトを明らかにし、木質バイオマスエネルギー熱

利用を進めるために新たなインセンティブを付与す

る仕組みを提案し、脱炭素化社会、共生社会を包含

する持続可能なまちづくりに展開する。 
 
3. 各方法論と成果 

3.1 木質バイオマス利用の課題の整理 
木質バイオマス利用に関する川上の課題を抽出す

るために、森林資源に関する GIS データベースを構

築したうえで、木質バイオマス利用システムの川上

にあたる森林管理・伐採・搬出の現場におけるヒアリ

ング・参与観察、および川下（チップ化・熱利用）に

おける実態調査から、部門ごとの課題を抽出した。対

象地は岩手県紫波町であり、木質チップによる地域

熱供給，温浴施設への熱供給，老人施設における小型

ガス化熱電併給を導入している。いずれも紫波農林

公社のチップ工場から燃料供給を受けており，チッ

プ工場から 20 km 圏を集材範囲として設定した。具

体的には紫波町を中心とした 5 市町の民有林の森林

資源データと道路データおよび数値標高データを整

備し、制限林でないこと、傾斜度が 30 度以下、道路

から 100 m 以内の 3 つの条件から伐採・搬出可能林

分として抽出した（図 2）。 
その結果、紫波町は間伐材等利用集積事業（間伐材

を運び隊）による個人や一般住民による材の持ち込

みが 4 割程度と一定以上の役割を果たしている地域

だが、林道までの材の搬出がボトルネックとなって

いることや、林野庁による森林・山村多面的機能発揮

対策交付金を活用した住民団体による森林管理が材

の供給につながっていないという課題も明らかにな

った。 
 

3.2 住宅におけるバイオストーブ導入と居住者の

受容性調査 

住宅でペレットストーブや薪ストーブの導入を検

討する際、高断熱なオール電化住宅で採用されるエ

アコンの暖房と比較しながら導入可能性を探る必要

がある。ここでは、地域別住宅のエネルギー需要構造

を把握したうえで、バイオマスエネルギー導入住宅

の受容性調査を行った。 
オール電化住宅のゼロカーボン化を図るには、太

陽光発電との組み合わせが必要になるため、太陽光

発電で賄えないエネルギーがどの程度あるか定量的

に示した。その結果、住宅の高断熱化が進んだ場合で

も、冬のエネルギー消費量は多く、一日 20kWh を越

える地域がほとんどだった。また、北海道、北東北、

北陸、山陰の日本海側では、日射量が少ないことから

太陽光発電で賄うにも、パネル容量 10kW 以上が必

要になり、屋根設置も困難になることが分かった（図

3）。こうした地域ではバイオマスストーブの導入に

よって CO2 削減を図ることが重要になる。 
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また、居住者が住宅にバイオマスエネルギーを導

入するかどうかの受容性に大きな影響を与えるのが

エネルギーコストであるため、エネルギー別のコス

トを比較した。その結果、電気代の高騰によってバイ

オマス燃料の優位性が増しており、暖房として最も

一般的なエアコンで暖房するよりも、薪やペレット

で暖房する方が安くなる場合もあることが示された

（図 4）。 
 
3.3 木質バイオマス利用の社会的価値とインパクト

調査 

森林整備と地域活性化、薪利用による脱炭素化を

目指した「木の駅」の活動が社会に与えるインパクト

(社会や人々の意識変化や便益)を評価するために、岐

阜県高山市、青森県新郷村、岐阜県高山市、愛媛県内

子町などでアンケート調査を実施し、共分散構造分

析によって可視化を試みた。 
岐阜県高山市では、「木の駅」プロジェクトに参加

している市民と木質バイオマス活用促進事業補助金

を受けて木質バイオマスストーブを購入した市民の

地域経済効果に対する価値構造を比較分析した。共

分散構造分析による多母集団同時分析の結果、「木の

駅」参加市民は地域通貨利用を地域経済効果として

認識する一方、補助金利用市民は地域社会への効果

を重視していることが分かった。とくに、木質バイオ

マスストーブ購入を契機としたイベント学習の機会、

高齢者の社会活動の機会創出等が重要と考えられる

（図 5）。 
愛媛県内子町では、森林・林業体験イベント「ワン

フォレ（ワンツーツリーフォレスト）」参加者（回答

者数 93 名）と愛媛県を対象とした Web アンケート

で森林活動に参加したことが無いと回答した市民

（回答者数 528 名）を対象に、地域のバイオマス利

活用の効果に関する意識を比較分析した。地域のバ

イオマス産業や木材関連産業への貢献による地域経

済効果、地域通貨による森林管理の担い手拡大に対

する効果ともに、活動経験のない市民よりもワンフ

ォレ参加者の方が有意に高い結果となった。一方、地

域通貨の認知の有無は、これらの傾向に影響しなか

った。地域通貨自体が地域経済にとって重要と認知

されているわけではなく、参加による社会的効果の

認知自体が重要と考えられる。 
 
3.4 木質バイオマス利用による経済循環、脱炭素効

果の見える化 

 木質バイオマス利用による経済と環境への影響評

価を行うために、13 か所の木質バイオマス熱電供給

施設(CHP)を対象に、地域内の経済効果、脱炭素効果

また、エネルギーの利用効率を高める条件について

明らかにした。 
経済効果については、CHP 施設に支払われた電気

料金や熱料金が、どのくらい地域の中を循環するの

か、地域内乗数（LM3）によって定量的に評価した。

また、CHP 施設で原木１トン利用することによって、

林業の川上である林業分野から、CHP 施設のある川

下にどの程度所得が生まれたのか評価し、木質バイ

オマスを導入することによる地域内の経済的なメリ

ットを可視化した。 
さらに地域内で木質バイオマスを利用することで、

どの程度 CO2 削減効果があるか、施設ごとの定量評

価を試みた。原木１トンあたりの CO2 削減効果を推

計することで、木質バイオマスの利用量に応じて地

域内でどの程度CO2削減効果が達成したか推計する

ことができ、CO2 削減量をクレジット化する際のエ

ビデンスの役割になることが期待できる（図 6）。 
さらに、施設によって CO2 削減効果が異なる理由

を明らかにするため、エクセルギーによる評価を試

みた（図 7）。エクセルギーの利用率が高いほど、無

駄なくエネルギーが利用できているため、高いエク

セルギーほど脱炭素に貢献している。施設別のエク

セルギーを比較した結果、エネルギーを無駄なく使

うためには、ヒートポンプや LED 照明などの効率の

高い機器を採用すること、カスケード熱利用を含め

た建築・設備の最適な設計に取り組む必要性がある。 
 

3.5 地域通貨のボトルネックの把握とその解消方法

の開発 

地域通貨を導入して森林整備と経済活性化を目指

す木の駅を対象に、地域通貨のボトルネックを明ら

かにするために調査を実施した。その結果、現状の木

の駅型の地域通貨は、木質バイオマスの素材を提供

する側のみに地域通貨が支払われるだけであり，木
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質バイオマスの利用者（熱エネルギーや間伐材の利

用者）に対しては提供されることはなかった。それゆ

え，地域通貨の流通が「山に入って入手し，地元商店

で使う」という一方通行の状況になっており，これが，

地域通貨の持続的流通のボトルネックとなっている

ことが明らかとなった。 
そのため、ボトルネック解消として，従来の木質バ

イオマス資源の提供者と地元商店のみならず，木質

バイオマス資源の利用者や地元自治体なども流通主

体に組み込み，それぞれが地域通貨の活用によりメ

リットが生まれるような「木質バイオマス熱利用に

よる循環経済」を構築することがボトルネックの解

消に寄与すると仮定し、新しいデザイン、スキームを

開発し、実証実験を通して有効性を検討した。 
 
4. デジタル地域通貨を用いた実証実験 

4.1 対象地域について 

 プロジェクトで得られた結果をもとに、山形県北

東部にある最上町（人口 7599 人、2794 世帯）を対

象に、デジタル地域通貨による流通実証実験を行っ

た。最上町は、森林面積が 84％を占めており、薪

炭共有林もあり、現在でも活用されている。現在、

最上町では木質バイオマスエネルギー熱電併給施設

が導入されており、薪、地域の森林資源を木質バイ

オマスエネルギーとして活用した地域冷暖房システ

ムを運用している。また、もがみ地産地消エネルギ

ー合同会社によって、太陽光の電力小売事業が行わ

れており、「木の駅」も行われている。既に木質バ

イオマスの熱利用の体制ができており、そこにデジ

タル地域通貨を導入することによって、より持続的

な木質バイオマス熱利用の体制を構築すると共に、

町内における様々なボランティアやサービスにも活

用できるようなスキームを構築することが目的であ

る。 
なお、全世帯を対象に行ったアンケート調査では、

1,107 世帯からの回答を得ており、7％の家庭が薪ス

トーブを使っており、その多くは薪を自己調達して

いるが、作業的な負担と高齢化によって使用者は減

少している。しかし、近年のエネルギー価格高騰もあ

り、エネルギー支出額を調査した結果、薪ストーブ利

用家計では、灯油ストーブ利用家庭と比較して年間

約 5 万円、オール電化住宅と比較して年間 18 万円も

安くなっている（図 8）。また、アンケートでは電気

や灯油よりも薪の方が安くなるなら、薪ストーブを

使いたいと思う家庭が３割を超えており、薪ストー

ブの受容性は高い。 
 
4.2 デジタル地域通貨のデザイン 

 地域通貨を導入には、何のための地域通貨なの

か、利用者たちの理念の共有が重要であるため、デ

ザインのための会議やワークショップを実施し、ま

た住民説明会等を実施した。 
2023 年 6 月最上町役場に対してプロジェクトの

概要説明と調査協力依頼を行い、2023 年 9 月に地

域通貨の発行組織のメンバーとなり得る地域のリー

ダー層の人々を対象にゲーミング･シミュレーショ

ンを実施した。開発したデジタル地域通貨の簡易版

を用いた地域通貨ゲームを通して、仮想的な状況で

電子地域通貨のやり取りを行った。2023 年 11 月

は、ゲーミング・シミュレーション参加者を招集

し、シミュレーションでの気づきの共有、最上町で

導入する場合の主な流通経路や利用のアイデアを出

し合い、それらをつなぐことで流通経路の設計を行

った。2024 年１月には、実証実験用の発行組織の

人材に関して議論を行った。 
 2024 年７月から、実証実験に協力依頼のための

事業者やボランティアグループ、一般市民に対する

説明会を現地で複数回実施し、事業者用の登録と、

一般利用者用の登録を行った。一般利用者への周知

は、最上町のデジタル広報の他、最上町で開催され

ている祭りでデジタル地域通貨説明ブースを設け、

関心を持った町内の人に加入してもらった。2024
年 10 月から 2025 年１月を実証実験期間として、

流通の経路やパターン等のデータを収集し、2025
年 3 月に最上町でフィードバックセミナーを実施す

る。今回の実証実験の結果をもとに、本格的にデジ

タル地域通貨を導入するためのデザイン検討を行う

予定である。 
 
4.3 開発したデジタル地域通貨の特徴 

本プロジェクトで開発したデジタル地域通貨では、

薪や木質ペレットの購入や利用（脱炭素）、地域の子
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どもの見守りや除雪などの助け合いの推進（ボラン

ティア）、地域内での消費促進による地域経済循環の

推進（経済循環）、健康活動で得たポイントをデジタ

ル地域通貨に交換する健康活動の習慣化（福祉）、と

いう 4 つの分野の活動を促す仕組みを導入した。 
特徴として、薪やペレットの取引は、取引量に応じ

て脱炭素ポイントが還元される仕組みを導入してい

ること、取引の種類によってスタンプを集めること

ができ、集めたスタンプの種類が多ければ多いほど、

ポイント還元が大きくなる仕組みを導入したことが

特徴である。 
 
5. 政策的含意と提言 

 日本には豊富な木質バイオマス資源があるが、森

林資源を利用することによる経済的、環境的、社会

的な便益は可視化されていないため見過ごされてい

る。これらの価値を理解したうえで、木質バイオマ

ス資源を活用することは、地域の経済や社会だけで

はなく、脱炭素社会への貢献が期待できる。特に、

脱炭素効果は、CO2 クレジットの創出という新たな

経済的メリットを創出できる可能性がある。今回開

発したデジタル地域通貨には、取引履歴が残るた

め、地域全体でどの程度木質バイオマスを使ってい

るのか、またそれによってどの程脱炭素に貢献した

のか、データの蓄積が可能である。これらのデータ

を取りまとめて CO2 クレジットできる可能性があ

るため、経済的にも持続可能なシステムを構築でき

る可能性がある。 
木材価格が低迷し、林業従事者の高齢化や減少に

よって、森林が荒れていく一方で、可視化されてい

ない価値を評価し、その価値を地域で理解し利用し

ていくことは、脱炭素社会や循環社会の形成に寄与

することが期待できる。 
 
6. おわりに 

本プロジェクトでは、全国各地域で実施した調査

結果をもとに、山形県最上町の地域課題と特性に合

わせたデジタル地域通貨をデザインし、2024 年 11
月現在も流通実証実験の途中である。特定の地域を

対象にしたデジタル地域通貨であるが、地域課題や

特性は地域によって異なるため、地域通貨のデザイ

ンについては、それぞれの地域によって異なる。本

プロジェクトでは、デジタル地域通貨をデザインす

るためにゲーミング・シミュレーションやワークシ

ョップを実施しており、この方法論は他地域でも応

用が可能であり、それぞれの地域に合ったデザイン

を作ることが可能である。過疎地域には様々な課題

が山積しているが、森林資源など、すでにある地域

資源を活用することで、新たな価値を創出すること

も可能であり、価値の見える化や、理念の共有は、

デジタル地域通貨のようなツールは有効であり、今

後のまちづくりの参考にされたい。 
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図 1 冷暖房に占めるバイオマスエネルギーの割合と家庭用ペレットストーブ普及率 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2 チップ工場から 20 km圏内の伐採・搬出可能林分 

 

図 3 高断熱オール電化住宅における 1 月の一日平均用途別電力消費量計算値 
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図 4 エアコンと各種ストーブの暖房コスト比較 

 

 

図５ 高山市「木の駅プロジェクト」参加市民による地域経済効果への価値構造モデル 
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図 6 丸太 1t 当たりの CO2削減量の比較 

 

 

図 7 エクセルギー利用率の比較 
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図 8 最上町の家庭の年間エネルギー支出額 
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